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秋田焼山火山噴火緊急減災対策砂防計画 

概要版 

1. 秋田焼山火山噴火緊急減災対策砂防計画の基本理念（P1～） 

1.1 減災計画の目的（P1） 

秋田焼山火山噴火緊急減災対策砂防は、火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、ハード対策とソフト

対策からなる緊急対策を迅速かつ効果的に実施し、被害をできる限り軽減（減災）することにより、安心で

安全な地域づくりに寄与する。 

 

1.2 減災計画の位置づけ（P3） 

 火山噴火時の防災対策は、関係省

庁および地方公共団体により行

われる総合的な対策である。 

 火山噴火緊急減災対策砂防は、火

山活動の推移に対応して行われ

る各機関の防災対策と連携をと

りつつ、適切な対策を行う。 

 

 

 

 

図-1 緊急減災対策砂防計画と火山対策の関係 

1.3 本計画の構成 

本計画は、「基本事項編」、「計画編」、「参考資料編」で構成されている。 

表-1 秋田焼山火山噴火緊急減災対策砂防計画の構成 

 

 

2. 想定される影響範囲と被害（P5～） 

2.1 噴火シナリオ（P18～） 

 秋田焼山の想定火口は、活火山の定義である 1 万年以内に形成された火口地形および溶岩ドームを包

括する範囲。 

 秋田焼山の過去約 1 万年間の活動実績や他火山の事例から噴火シナリオを作成。 

 

図-2 秋田焼山イベントツリー 

3. 火山噴火緊急減災対策砂防計画の方針（P57～） 

減災対策の基本方針は、以下の方針基づき実施する。 

項目 秋田焼山対応方針 

対策開始・中
止のタイミ
ング 

【対策開始】 
 噴火警戒レベル 2「以上」を基準とし、総合的に判断する。 

【対策中止】 
 噴火警戒レベル 4相当。 

【一時中断】 
 降雨と積雪深、火山ガス濃度により一時中断。 

対策可能期
間 

最短：30 日程度（目標値） 
最長：6ヶ月～8ヶ月を想定（標高別に設定） 

対策可能な
現象・規模 

 降灰後の土石流、融雪型火山泥流、火口噴出型泥流 
 減災効果が得られない箇所は、住民を対象とした警戒避難を組み合わせた対策とする。

保全対象  人家のある集落、観光施設、社会資本 

対策実施 
体制 

 緊急ハード対策および緊急ソフト対策は、検討会委員等が連携し行い、火山防災協議会
と情報共有等を行いながら実施する。 

 緊急減災対策実施予定地に係る関係法令や制度に基づく管理機関が実施する。 

前兆現象 噴火の種類 火山現象 土砂移動現象

※実績がある現象だが、火口外へ
の流出実績無し。

シナリオ
ケース

（出水期）

（出水期）

（出水期）

（積雪期）

（積雪期）

（積雪期）

平

常

時

水蒸気噴火

ごく小規模

10万m3以下

【小規模噴火想定】

火山灰

100万m3程度

マグマ噴火

マグマ水蒸気噴火

マグマ噴火

・噴石

・降灰（火口周辺）

・噴石

・降灰

小規模な火砕サージ

（低温火砕流）

・噴石

・降灰

・火砕流（火砕サージ）

・噴石

・降灰

融雪型火山泥流

融雪型火山泥流

融雪型火山泥流

降灰後の土石流

降灰後の土石流

降灰後の土石流

泥流（火口噴出型）

泥流（火口噴出型）

泥流（火口噴出型）

噴火なし

【大規模噴火想定】

火山灰：1000万m3

マグマ：300万m3

前兆現象無し

噴火の種類

前兆現象

火山現象

土砂移動現象

（火山噴火緊急減災対

策対象候補）

秋田焼山実績あり

他火山実績

凡 例

火山活動の活発化（前兆現象）

<観測計器による検知>
・火山性微動

・震源の浅い地震の増加

・低周波地震

・地殻変動

<視認・通報>
・火口周辺域での異常（地熱・熱水

の増減、泥噴出、火山ガスの増加）

・火砕流（火砕サージ）

・溶岩流

・溶岩流

ケース1

ケース2

ケース3

ケース4

ケース5

ケース6

ケース7

ケース8

ケース9

保全対象影響なし

減災対策対応ケース

【中規模噴火想定】

火山灰：500万m3

マグマ：30万m3

噴火警戒レベル1～3 噴火警戒レベル2～5

参考資料-2
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ぜにかわおんせん

銭川温泉 

しばりおんせん

志張温泉 

ごしょうがけおんせん 

後生掛温泉 

玉川酸性水 

中和処理施設 

国道 341 号 

玉川温泉 

銭川温泉 
■工法：導流堤工 
■保全対象：観光施設 

ごしょうがけおんせん 
後生掛温泉 
■工法：ブロック堰堤工 
■保全対象：観光施設

       ゆかわ 

玉川温泉（湯川） 
■工法：ブロック堰堤工 
■保全対象：観光施設 

      ひやみずさわ 

玉川温泉（冷水沢） 
■工法：ブロック堰堤工 
■保全対象：観光施設 

       ぶなさわ 

国道 341 号（椈沢） 
■工法：ブロック堰堤工 
■保全対象：避難路 

銭川温泉 
■工法：除石工 
■保全対象：観光施設 

緊急ハード対策の基本方針（P72） 

 緊急減災対策は、火山噴火に伴い発生する土砂災害を対象に
人命や保全対象への被害を防止または軽減させる。 

 地域社会に与える影響を軽減するために安全確保が可能な箇
所において実施する。 

安全確保対策（P73） 

緊急ハード対策は、工事関係者の安全確保可能な場所で実施する。 
 
避難時間の確保が難しい場合の対策例 

① 無人化施工 
② 平常時から施設を整備 
③ レベル２の段階での早期対応の検討 
④ 避難訓練、避難場所の設置など現場対策 
⑤ 「降雨時は中止」するなど運用による対策 

緊急ソフト対策の基本方針（P92） 

 緊急ソフト対策は、緊急ハード対策工事の実施に必要な情報把
握と安全確保する。 

 避難対策支援のため、各種情報提供を目的として実施する。 
 関係機関でこれらの情報を共有し、的確な状況把握と適時判断

に役立てる。 

      さけびざわ 
国道 341 号（叫沢） 
■工法：導流堤工 
■保全対象：避難路 

写真-2 ブロック堰堤工の事例 
（御嶽山）出典：中部地方整備局 HP

写真-1 除石工の事例 

4. 緊急ハード対策（P72～） 

5. 緊急ソフト対策（P91～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

噴火警戒レベルの警戒区域内での
緊急ハード対策は計画しない。 

降灰後の土
石流は到達
し な い た
め、除石等
の対応は実
施しない。

凡 例 

秋田焼山 

保全対象 

既往施設 

秋田県 

米代東部森林管理署 

秋田森林管理署 

緊急ハード対策 

秋田県 

林野庁 

国土交通省 

緊急ソフト対策 

   ワイヤーセンサー 

   振動センサー 

   監視カメラ 

【緊急減災対策着手の条件】 

噴火警戒レベル２以上 

【緊急減災対策中止の条件】 

噴火警戒レベル 4以上 

【降灰後の土石流・火口噴出型泥流】 
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国道 341 号 

国道 341 号 

玉川温泉 

銭川温泉 

志張温泉 

玉川酸性水 

中和処理施設 

道の駅かづの 
■工法：導流堤工 
■保全対象：道の駅かづの、花輪地区 

八幡平小・中学校 
■工法：導流堤工 
■保全対象：八幡平小・中学校、 

八幡平集落 

永田 
■工法：導流堤工 
■保全対象：永田集落 

根瀬 
■工法：導流堤工 
■保全対象：根瀬集落 

熊沢 
■工法：導流堤工 
■保全対象：熊沢集落 

坂比平 さかひたい 
■工法：導流堤工 
■保全対象：坂比平集落 

老沢 おいさわ 
■工法：導流堤工 
■保全対象：老沢集落 

しばりおんせん 
志張温泉  
警戒避難主体 

ぜにかわおんせん 
銭川温泉  

警戒避難主体 

ごしょうがけおんせんかりゅう 
後生掛温泉下流（大沼） 
■工法：導流堤工 
■保全対象：観光施設 

ゆきの小舎 ゆきのこや 
■工法：導流堤工 
■保全対象：観光施設 

中和処理施設 
■工法：導流堤工 
■保全対象：玉川酸性水中和処理施設 

五十曲 ごじゅうまがり 
■工法：導流堤工 
■保全対象：国道 341 号 

旧鳩ノ湯 
■工法：導流堤工、河道掘削 
■保全対象：国道 341 号 

後生掛温泉 

大沼 

導流堤工の設置事例（御嶽山） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【緊急減災対策着手の条件】 

噴火警戒レベル２以上 

【緊急減災対策中止の条件】 

噴火警戒レベル 4以上 

※但し赤枠は到達まで一定時間確保出来る遠方の対策

箇所では、工事関係者の安全を確保の上、緊急ハード対

策を継続できる。 

凡 例 

秋田焼山 

保全対象 

既往施設 

秋田県 

米代東部森林管理署 

秋田森林管理署 

緊急ハード対策 

秋田県 

林野庁 

国土交通省 

緊急ソフト対策 

   ワイヤーセンサー 

   振動センサー 

   監視カメラ 

【融雪型火山泥流】 
到
達
ま
で

一
定
時
間
確

保
出
来
る
遠

方
の
対
策
箇

所
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6. 火山噴火時の緊急調査（P107～） 

6.1 緊急調査の基本方針（P107） 

 火山噴火時に、土砂災害防止法※1に基づく緊急調査も活用しつつ、緊急減災対策計画に基づく緊急調

査を実施する。 

※1「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 29 年 6月 19 日施行）」 

表-2 緊急減災対策計画と土砂災害防止法に基づく緊急調査の概要 

 土砂災害防止法に基づく緊急調査 緊急減災対策計画に基づく調査 

関連法 土砂災害警戒区域等における土砂災
害防止対策の推進に関する法律 
（法第二十八条） 

都道府県知事が行う緊急調査 

（法第二十九条） 

国土交通大臣が行う緊急調査 

- 

指針等 土砂災害防止法に基づく緊急調査実
施の手引き 

火山噴火緊急減災対策砂防計画策定ガ
イドライン 

目的 重大な土砂災害が急迫している状況
において、土砂災害が想定される土
地の区域及び時期を明らかにするた
めの調査 

火山噴火時にその状況を把握し緊急的
な対策（ハード及びソフト）を検討す
るための調査など、的確な危機管理対
応に資するよう実施する調査 

調査箇所  河川の勾配が10度以上である区
域の概ね5割以上に1cm以上の降
灰等が堆積 

 概ね 10 戸以上の人家に被害が想
定される 

緊急減災対策計画の対象としている土
石流、融雪型火山泥流の影響範囲や対
策実施予定箇所 

実施機関 砂防部局（国土交通省、秋田県） 本計画の関係機関 

調査項目  火山灰等の堆積範囲のための現
地調査（ヘリ調査、地上踏査） 

 危険渓流の抽出 
 氾濫解析 
 土砂災害緊急情報の公表 
 土石流の雨量基準の設定 

 ○降灰状況・不安定土砂の把握 
 既存砂防施設の点検 
 ○緊急対策予定箇所の状況把握 
 ○地形変化の把握 
 リアルタイムハザードマップの作

成のための調査 
 積雪調査 
 水質調査 

○土砂災害防止法に基づく緊急調査結果を活用することが可能な調査項目 

 

図-3 土砂災害防止法に基づく緊急調査の流れ 

出典）土砂災害防止法の一部改正について（平成 23 年 5月 1日施行）パンフレット 

7. 平常時からの準備事項（P120～） 

7.1 平常時からの準備事項の基本（P120） 

緊急減災対策を実施可能なものとするため、緊急減災対策実施機関は、対策を実施する際に必要となる①

緊急対策に必要となる諸手続き、②土地使用の調整、③緊急支援資機材の備蓄・調達、④火山データベー

スの整備、⑤市町村や関係機関との連携事項の検討、⑥火山防災対応支援、⑦事前計画、を平常時から計

画的に実施する。 

表-3 平常時の主な準備項目と役割 

 

7.2 火山噴火緊急減災対策砂防計画策定後の準備（P129） 

 全関係機関は、本計画の実効性を高めるため、本計画策定後においても必要な準備や現在明らかにな

っている課題を解決しておくよう努める。 

策定後の具体的な行動の事例 

①各機関の行動計画の具体化と共有及び実施 ④噴火を想定した地域ぐるみの防災訓練等の実施 

②避難計画の具体化と共有（火山防災協議会） ⑤継続的な防災教育や防災広報活動 

③地域防災計画への位置づけ※1  

※1 地域防災計画への位置づけは、①及び②の各計画との整合を図ることが重要 


